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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について既存制度の見直し－法人県民税法人税割の適用期間の延長

社会福祉の増進又は医療の向上を図る施設の整備等に要する経費の財源に充てるため、令和８年３
月31日までの間に終了する事業年度まで、法人県民税の法人税割の税率を特例税率としていることか

ら、その延長について検討を行う。

１．法人県民税法人税割の概要

項目 内容

納税義務者 県内に事務所等を有する法人等

税率

法人税額の１．８％ （中小法人等は１．０％（標準税率））
【中小法人等】

次の法人のいずれかで、かつ法人税額又は個別帰属法人税割が年1,000万
円以下の法人

① 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人
② 資本又は出資を有しない法人
③ 県税条例第20条第４項において法人とみなされる法人

適用期間 令和３年４月１日から令和８年３月31日までの間に終了する各事業年度分

税収による使途
標準税率を超える部分（特例分：０．８％）による税収は、「社会福祉施設等整

備基金条例」により基金に積み立て、使途事業に充当

税収（特例分） 約451百万円（令和５年度決算ベース）



１ 制度の趣旨・経緯

・ 社会福祉の増進又は医療の向上を図る施設の整備等に要する経費の財源に充てるため、
法人県民税（法人税割）について昭和51年から条例による特例制度の適用を実施。

・ 令和７年度末で条例の適用期限が到来するため、次年度以降の特例制度の適用について
検討することが必要。
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２．法人県民税の特例制度について（１）

法人県民税法人税割の
税率引下げに併せて、
地方法人税（国税）を創設

法人県民税法人税割の税率
引下げに併せて、地方法人税
（国税）の税率引上げ

・ 社会福祉施設整備基金に積み立て、県立医科大学施設や障害者福祉施設の整備等に
これまで活用しているところ。

適用期間 S61～H２ H３～H7 H８～H12 H13～H17 H18～H22 R3～R7 R8～R12

目 的 社会福祉施設の整備

対象
資本金額等が１億円
を超える法人　または

資本金額等が１億円を
超える法人　または

法人
法人税額400万円を
超える法人

法人税額1,000万円を
超える法人

　
5.0%

（中小法人等5.8％）

特例分0.8%

6.0%
（中小法人等5.0％）

特例分1.0%

社会福祉の増進及び医療の向上を図る施設の整備

R1.10～ 1.8％

（中小法人等1.0％）

特例分0.8％

税 率 （中小法人等3.2％）

特例分0.8％

H26.10～ 4.0％

H23～H27 H28～R2

同左
現行の基準は２３年を経過し、対象法人にとっても定着



２ 事業費と税収の推移

※R6年度以降の事業費及び特例分税収については見込額
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２．法人県民税の特例制度について（２）

令和８年度～令和12年度
①県立医科大学施設整備
②障害者福祉施設整備
③老人福祉施設整備 等に活用予定

令和３年度～令和７年度
①県立医科大学施設整備
②障害者福祉施設整備
③藤の木学園整備 等に活用



（１） 全国の動向

（２） 他府県の実施目的
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３．法人県民税特例制度の適用条件

奈良県と同様の実施目的（社会福祉等）であるのは26団体

奈良県と同じ
適用条件であ
るのは36団体

他府県の

適用条件 その他 その他
※３億・２千万円等 ２千万円・４千万円等

1 45 43 1 2 38 3 5
（静岡県を除く全
都道府県が特例

制度を適用）

税率 対象法人

2.0% 1.8%
資本金の額等 法人税額

１億円超 ２億円超 1千万円超
１５百万・
１６百万円超

都道府県 超過課税の実施目的（使途） 都道府県 超過課税の実施目的（使途）

北海道 教育施設の整備充実のための財源に充てる 滋賀県 施策を推進するために必要な自主財源を確保するため（具体的な使途は定めていない）

青森県 社会福祉施策の充実を図るために要する費用に充てる 京都府 産業の振興と社会基盤の整備に資するため

岩手県 県の産業振興及び雇用対策等に関する施策を推進するための財源に充てる 大阪府 道路網などの都市基盤整備や防災対策の充実といった大都市圏特有の緊急かつ膨大な財政需要に対処するため

宮城県 少子・高齢化社会に対応する福祉施策の財源に充てる 兵庫県
勤労者の仕事と生活の調和の実現に資するため、①勤労者の能力向上と労働環境の整備への支援、②子育てと

仕事の両立支援、③子育て世帯への支援に活用。

秋田県 社会福祉施設の整備及び医療の充実の財源に充てる 奈良県 社会福祉の増進又は医療の向上を図る施設の整備等の経費に充てる

山形県
少子高齢社会に対応する福祉・医療の充実に関する事業及び未来を拓らき夢を実現する人材を育成する教育の充

実に関する事業に充てる
和歌山県 和歌山県福祉対策等基金に積み立て，県独自の福祉医療費等の財源に充てる

福島県 商工業の振興、社会福祉の充実、次世代育成の支援、文化・教育の振興 鳥取県 産業振興の財源の一部とするため

茨城県 産業、教育、福祉、医療等に関する施策の推進のための財源に充てる 島根県 自主財源の確保（各種施策の展開に活用）

栃木県
①教育環境の充実　②県民文化・スポーツの振興　③安全・安心の確保　④少子高齢社会における保健・医療・福

祉サービスの充実　⑤産業の振興
岡山県 教育の再生、産業の振興及び安心で豊かさが実感できる地域の創造を図るための所要財源の一部に充てる

群馬県
防災・減災対策や医療・福祉施策をはじめとする県民の幸福度を高めるための群馬県独自の施策を推進するために

必要な財源に充てる
広島県

大規模社会福祉施設（大規模な社会福祉施設、医療施設、保健休養施設など）の建設に要する経費の財源に充て

る

埼玉県 ➀雇用・中小企業対策、②教育の充実、③危機管理・防災対策などの行政需要に対応するため 山口県 社会福祉及び教育･文化･スポーツ施策の充実を図るため

千葉県 都市基盤・防災及び福祉・医療施設の整備等に要する費用に充てる 徳島県 県土強靱化の推進、交通ネットワークの整備及び産業の活性化のための財源を確保する必要があるため

東京都 大都市特有の膨大な財政需要に対応するため 香川県 社会福祉の充実、教育の振興、地域産業の振興に要する財源に充てる

神奈川県

喫緊の行政課題に着実かつスピーディーに対応するため

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に係る経済対策の推進

災害に強い県土づくりの推進

県内経済の持続的な発展に向けた幹線道路の整備

愛媛県 保健医療及び社会福祉の充実

新潟県 教育・文化・スポーツの振興（県立高等学校改築等） 高知県 県の主要政策に充てる

富山県 社会福祉の充実、教育文化・スポーツの振興　等 福岡県 社会福祉の充実及び教育の振興

石川県 人とものの交流が盛んな地域づくり、将来にわたり本県経済を支える強い産業づくり等に要する財源の一部に充てる 佐賀県 県の厳しい気財政状況を踏まえ実施

福井県 中小企業の振興および教育施設の整備のための財源に充てる 長崎県 総合交通体系及び文化・スポーツ施設等の都市基盤の整備充実

山梨県 社会福祉の充実及び教育文化の振興 熊本県 ①少子化対策・高齢者福祉施策の推進、②産業の振興、③雇用の維持に伴う財政需要を補うため

長野県 中小企業の振興、産業人材の育成・確保、産業基盤の整備 大分県 産業の活性化、交通ネットワークの整備及び教育・人づくりの充実を図るための財源に充てる

岐阜県 少子化対策の推進及び社会福祉の充実並びに教育の振興を図るため 宮崎県 社会保障関係費や公共施設等の老朽化対策に要する経費の財源に充てる

愛知県

青少年のための教育・文化施設の整備維持

老人・心身障害児（者）のための社会福祉施設の整備維持

勤労者のための福祉施設の整備維持

中小企業のための知識集約化促進施設の拡充整備維持等

鹿児島県 ①高齢者福祉の充実②災害に強い県土づくり③幹線交通体系の整備

三重県
三重県福祉基金、三重県子ども基金、三重県中小企業振興基金、三重県体育スポーツ振興基金、三重県環境保全

基金の財源の一部
沖縄県 社会福祉の充実及び中小企業の育成に要する経費の財源確保のため
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（３）自動車税身体障害者等減免４．前回の答申
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（３）自動車税身体障害者等減免５．前回答申を踏まえた見直しに向けての論点整理

奈良県が今後も医療、福祉について充実を図っていくのであれば、応益原則に基づき直接的な利益を享受する
奈良県民に対して広く負担を求めていくべきという視点にたった考えにも留意する必要がある。

使途事業として、法人において勤務する労働者にとり、より暮らしやすい環境を整えるという観点に立脚し、それ
らの環境づくりに資する、労働者の医療・子育て等福祉面での環境に対する不安を解消させる社会福祉施設等の
充実を検討することが適当である。

論点１ 使途事業の事業効果と受益と負担のあり方

論点２ 課税期間途中での妥当性や有効性の評価の仕組み

検討 ・現行の使途事業の実施による事業効果及び負担者である法人の受益
・法人の勤務環境づくりに資するための使途事業の充実
・個人への追加負担の必要性・可能性

→ 超過課税の見直し期限の前年度から検討を開始している。

税率や使途事業については、課税期間途中であっても妥当性や有効性を評価し、その上で見直し等ができるよ
うな仕組みについても併せて検討することが適当である。


